
○　国土利用計画の項目比較（第５次全国（2015）／第６次全国（2023）／福岡県（2009））

１ 国土の利用に関する基本構想 １ 国土の利用に関する基本構想 第１ 県土の利用に関する基本構想

1 県土の特性と土地利用の動向

(1) 県土の特性
(2) 土地利用の動向
(3) 土地利用転換の動向

(1) 国土利用の基本方針 (1) 国土利用の基本方針 2 県土利用の基本方針

(1) 県土利用の基本的な視点

ア
国土利用をめぐる基本的条件の
変化

ア
国土利用をめぐる基本的条件の
変化と課題

(2) 県土利用の基本的条件の変化

イ 本計画が取り組むべき課題
ア　県土を取り巻く環境変化と
　　課題

（ア）人口減少による国土管理 （ア）人口減少・高齢化等を背景 　　グローバル化、２１世紀型広
　　　水準等の低下 　　　とした国土の管理水準の 　　域都市圏の形成、安全・安心

　　　悪化と地域社会の衰退 　　な県土の形成等
（イ）自然環境と美しい景観等の （イ）大規模自然災害に対する イ　県土が持つポテンシャル
　　　悪化 　　　脆弱性の解消と危機への 　　東アジアとの近接性、都市と

　　　対応 　　農山漁村の近接性、交通網
（ウ）災害に対して脆弱な国土 （ウ）自然環境や景観等の悪化と 　　の発達等

　　　新たな目標実現に向けた
　　　対応

ウ 国土利用の基本方針 イ 国土利用の基本方針

（ア）適切な国土管理を実現する （ア）地域全体の利益を実現する
　　　国土利用 　　　最適な国土利用・管理
（イ）自然環境・美しい景観等を保 （イ）土地本来の災害リスクを踏ま
　　　全・再生・活用する国土利用 　　　えた賢い国土利用・管理
（ウ）安全・安心を実現する国土 （ウ）健全な生態系の確保により
　　　利用 　　　つながる国土利用・管理
（エ）複合的な施策の推進と国土 （エ）国土利用・管理ＤＸ
　　　の選択的な利用
（オ）多様な主体による国土の （オ）多様な主体の参加と官民
　　　国民的経営 　　　連携による国土利用・管理

エ 国土形成計画との連携 ウ 国土形成計画との連携

オ 今後の国土利用（地方分権、国会
等の移転の検討状況確認等）

カ 東日本大震災の被災地の土地 エ 東日本大震災の被災地の土地
利用 利用

(2) 地域類型別の国土利用の基本方向 (2) 地域類型別の国土利用の基本方向 (3) 県土利用の基本方向

(3) 利用区分別の国土利用の基本方向 (3) 利用区分別の国土利用の基本方向 (4)
利用区分別の県土利用の基本方
向

２ ２ 第２

(1) (1) 1

(2) 地域別の概要 (2) 地域別の概要 2 地域別の概要

３ ３ 第３

1 公共の福祉の優先
(1) 土地利用関連法制等の適切な運用 (1) 土地利用関連法制等の適切な運用 2 土地関連法令の適切な運用

3 土地利用計画等の整備・充実
4 地域整備施策の推進

(5) 土地の有効利用の促進 8 土地の有効利用の促進
(6) 土地利用転換の適正化 7 土地利用転換の適正化

(2) 国土の保全と安全性の確保 (3) 国土の保全と安全性の確保 5 県土の保全と安全性の確保

(4) 自然環境の保全・再生・活用と生物 (4) 自然環境の保全・再生・活用と生物
多様性の確保 多様性の確保

(3) 持続可能な国土の管理 (5) 持続可能な国土管理

(6) 多様な主体による国土利用・管理の
推進

9 県土に関する調査の推進及び成果の
普及啓発

(8) 計画の効果的な推進 (8) 計画の効果的な推進 10 計画の推進及び指標の活用

第４ 地域別の措置

1 福岡地域
2 筑後地域
3 筑豊地域
4 北九州地域

第５ 県内で特に必要とされる措置

1

2 市町村ごとの土地利用に係る調整方針
3 県土利用に関する地理情報の整備

環境の保全と美しい県土の形成

(2) 土地の有効利用・転換の適正化

国土の国民的経営の推進

(7) 国土に関する調査の推進

6

第１及び第２に掲げる事項を達成するため
に必要な措置の概要

広域的な調整を必要とする土地利用に
関する方針

２に掲げる事項を達成するために必要な措
置の概要

２に掲げる事項を達成するために必要な措
置の概要

第５次全国計画（2015（平成27）年８月） 第６次全国計画（2023（令和５）年７月） 県国土利用計画　（2009（平成21）年３月）

国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の
目標及びその地域別の概要

県土の利用目的に応じた区分ごとの規模の
目標及びその地域別の概要

国土の利用目的に応じた区分ごとの規
模の目標

県土の利用目的に応じた区分ごとの規
模の目標

国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の
目標及びその地域別の概要

国土の利用目的に応じた区分ごとの規
模の目標

(7) 国土に関する調査の推進

(9)


